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１．活動の背景（衛生改善と貧困の悪循環） 

バングラデシュでは、トイレの普及に関して

は、1980 年代からピットラトリンの普及が進み、

現在 2013年を目標年度とした衛生的に安全なト

イレの普及 100％を邁進している状況にある。し

かしながら、ピットラトリンは排泄物が外の系

（水系･土壌系）に流出しやすい構造のため、現

実的に持続可能で環境負荷の小さな衛生設備と

は言い難い状況にある。衛生改善がなされない

貧困家庭では、家族の誰かがひとたび病気に罹

れば、医療費を確保するために土地や家畜など

貴重な資産を犠牲にし、それは雇用機会の喪失

にもつながり、その結果さらに貧困の度を増す

という悪循環に陥りかねない。そして非衛生的

なし尿の管理は、地下水や表流水の汚染につな

がり、生活用水源の安全性を著しく損なうこと

になる。他方、農業生産の向上を図るため、多

年にわたる化学肥料、農薬の過剰施用は、農地

生産力の低下をもたらし、家計をさらに圧迫す

る。衛生改善ができないことが貧困の原因とな

り，貧困から脱却を難しくするという、こうし

た生活構造仮説を念頭に（図 1）、これら仮説を、

一歩一歩、実証更新していくことが活動の主旨

である。 

 

２．適正技術としてのエコサン・トイレの導入 

適正技術とは、当該地域で供給可能な資材、

資金、人材のもとで、地域住民に受容・維持さ

れる技術のことである。技術の持つ衛生工学的

合理性と使用者である住民の選好に適ったもの

である。トイレ・衛生にかかわる適正技術には、

衛生改善とともに、し尿資源の活用、生活用水

源である地下水・ため池などの表流水の水質保

全、そして使い易さなどが求められる。こうし

た概念をエコロジカル・サニテーションと称し

ている。バングラデシュの農村におけるエコサ

ン（エコロジカル・サニテーション）・トイレ

は、衛生改善の徹底、し尿資源の地域内還元、

そうすることで環境インパクトの軽減をもたら

し、洪水時の使用を含めた長期的な使用を可能

とするなどの諸目的に留意したものである。バ

ングラデシュでは、ほとんどの地域で、排泄物

（貧困の悪循環）

医療費の負担 就業機会の損失 代替水源・水処理 安全な水の運搬負担 農業生産の停滞 （有機肥料への転換）

疾病の発生 （高い幼児死亡率） 砒素汚染の発生 （砒素中毒問題） 農地の土壌劣化

病原菌・媒介動物の蔓延 地下水位の低下 化学肥料の過剰施肥

菅井戸の普及 灌漑用水のくみ上げ

農業生産向上

非衛生な周辺環境 栄養不足健康障害

家　計　の　負　担

貧　　　　困  
図 1 衛生と貧困の悪循環の生活構造仮説 
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の引抜きは人力によって行われているため、そ

の作業は多くの人から嫌悪されている。写真は、

通常見られるピットラトリンの現状、最終処分

の実態を示したものである。 

バングラデシュの農村において、先に述べた

要件を満足するトイレデザインの一例を示す。

トイレ設計にあたっては、まず、病原体を含む

便と病原体を含まず栄養分に富む尿を分離す

る。尿については、水で希釈し農地等へ散布し、

便については、便の乾燥と安全化をすすめ農地

へ還元する。また、この国では、排便後肛門を

水で洗う習慣があり、排便後の洗浄水を便の貯

留槽に入れず、隣接する蒸発用苗床に導く。便

の貯留槽は 2 槽設けて交互に使用し、農地に散

布する前に数ヶ月（最低 6 ヶ月を目安としてい

る）の貯留期間を確保する。さらに、防水性に

留意した貯留槽は地上に設け、便器のスラブ高

さを地面から 70cm ほど高くすることで、洪水時

に冠水する頻度を低減させる。図 2 にこのトイ

レの構造と使用方法を示す。 

 

３．エコサン・トイレの普及状況と今後の展望 

表 1 に現時点（2011 年 10 月末）において本会

が導入してきたエコサン・トイレの活動地域、

 

 

写真 1 放棄された 
 ピットラトリン 

写真 2 故意に穴があけられ

たピットラトリン 
写真 3 雨季に水没する 
 ピットラトリン 

写真 4 掃除人による排泄物の水路への投棄、 
この村では 80%の世帯が掃除人に委託 

 
図 2(1) エコサン・トイレのデザイン 

 

図 2(2) エコサン・トイレの使用法 

 

表 1 バングラデシュにおけるエコサン・トイレ普及活動の主な経緯 

年度 活動地域 建設基数 連携団体 基金等 

2004 コミラ県、4村 15 BARD* 地球環境基金助成金(JFGE) 

2005 ムンシガンジ県、3 村 25 SPACE** 地球環境基金助成金(JFGE) 

2006 シャテキラ県、ジョソール県、ナオガオン

県 

32 SPACE 住民の自助 

2007 コミラ県、6村 

シャテキラ県、4 村 

ジョソール県、4 村 

ナオガオン県、1 村 

100 

50 

62 

40 

BARD 

SPACE 

SPACE 

SPACE 

JICA 草の根技術協力事業（協力支援型） 

TOTO 水環境基金 

TOTO 水環境基金 

TOTO 水環境基金 

2008 マニックガンジ県 

全国のユニオン 

60 

4,498？ 

SPACE 

― 

オ-ストラリア政府 

バングラデシュ政府 

2009 One house one farm 政策開始 10,000？ ― バングラデシュ政府 

2010 上記地域におけるCBO活動（2013まで継続）  DPHE*** JICA 草の根技術協力事業（パートナー型）

*) BARD(GOVERNMENT）：Bangladesh Academy for Rural Development, **)SPACE(NGO):Society for People’s Action in Change and Equity 
？) 政府が主導してエコサン・トイレ建設を推進（した）しているが、その詳細、帰趨は明らかではない。 

***) DPHE：Department of Public Health Engineering, Ministry of Local Government, Rural Development and Cooperatives 
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建設経緯や、バングラデシュ政府の政策等を示

す。2004 年にスタートした活動は、2009 年度、

バングラデシュ政府自らが、全国的な展開（1 家

庭・1 農地（One house one farm policy）政策では

導入トイレはエコサン・トイレ導入が指定され

ている）を図る段階へと進展したといえる。そ

の背景には、建設されたエコサン・トイレの効

用、すなわち、衛生改善、し尿資源の活用、そ

して使い易さなどが、使用住民に評価されつつ

あることの一つの証と考えられよう。その間、

建設コストの削減を図るデザインの刷新、導入

前後の水系伝染病経由の医療支出に注目した衛

生改善便益の計測、し尿による農作物栽培試験

にもとづく便益評価などを積み上げてきた

（我々の試算では、1 世帯（5 人家族）あたり、

年間の衛生改善便益は 2,000BDT、し尿資源利用

便益は 1,000BDT、トイレ建設費が 15,000BDT で

あることから、約 5 年で建設費の償還が可能と

推定している。なお、現在 1BDT＝1.1 円である。

主な成果は巻末文献を参照されたい。）。また、

ユニセフは、全国の立地状況の異なる貧困地域

でのエコサン・トイレ導入に関する指名競争入

札方式のプロジェクトを立ち上げた（2009 年）。 

こうした一方で、エコサン・トイレは、その

後の時間の経過とともに不適切な使用や、トイ

レ備品の破損による放置、結果として、し尿の

資源利用がなされないことなども見受けられる

実情がある。そして、これは、この国ではエコ

サン・トイレに限った現象ではない。 

このため、現在、導入した村を単位に、CBO

（Community Based Organization）を設立し、CBO

の定期的な活動とトイレのフォローアップを並

行して実施している。トイレによる衛生改善や

資源利用の実を高めるため、ピット・ラトリン

など既往トイレを含めた地域（Community）ぐる

みのトイレ管理システムが必要となること、そ

して、地域ぐるみの自立的・持続的な組織（CBO）

による運用が不可欠となるという認識の下での

活動展開である。また、こうした活動の一環と

して、エコサン・トイレに限らず、既往トイレ

の適切な建設・管理・評価に対する統一的なマ

ニュアル（基準）の作成と更新を行いつつ、そ

れらの知識の共有のため、各種ステーク・ホル

ダー（関連する GO、NGO、ドナー、フォローア

ップメンバーなどから構成）が参集する定期的

なセミナーの開催を履行している。 

これまで主として行ってきたエコサン・トイ

レの衛生工学的実証から、住民の受容性の検証

へ向けた活動展開のステップ・アップであり、

CBO を経営管理主体とした BOP(Base of the 

Pyramid)ビジネスの可能性を視座に入れた活動

展開を図ってるわけである。 

最後に、この活動は、本会の支援はもとより、

表 1 に示した連携団体、助成団体のもとで遂行

しています。そして参照文献に共同研究者を明

記し、謝意を表します。 
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